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2014 年経済・財政報告のポイント

田中 修

はじめに

3 月 5 日、国家発展・改革委員会と財政部から全人代に対し、それぞれ「2014 年度国民

経済・社会発展計画」（以下「経済報告」）と「2014 年度中央・地方予算」（以下「財政報告」）

が書面で報告された。そのポイントは以下のとおりである。

Ⅰ．経済報告

経済目標（予期目標を含む）は、以下のとおりである（失業率以外は前年比）。

2014 年目標 2013 年目標 2013 年実績

経済成長率（予期）

消費者物価上昇率

全社会固定資産投資（予期）

社会消費財小売総額（予期）

輸出入総額

外資利用（予期）

国家財政赤字

M2 伸び率（予期）

都市登録失業率

都市新規就業増

GDP 単位当りエネルギー消費

GDP 単位当り二酸化炭素排出

二酸化硫黄排出総量

化学的酸素要求量

アンモニア性窒素

窒素酸化物

都市保障性住宅完成

着工

R&D 支出対 GDP 比（予期）

都市化率（予期）

農民１人当り純収入

都市住民１人当り可処分所得

サービス業付加価値増（予期）

７．５％前後

３．５％前後

１７．５％

１４．５％

７．５％前後

３．５％

１．３５兆元

１３％前後

４．６％以内

１０００万人以上

３．９％以上低下

４％低下

２％低下

２％低下

２％低下

５％低下

４８０万戸以上

７００万戸以上

２．１７％

５４．６％

経済成長と同歩調

経済成長と同歩調

８．３％

７．５％前後

３．５％前後

１８．０％

１４．５％

８％前後

１．２％

１．２兆元

１３％前後

４．６％以内

９００万人以上

３．７％以上低下

３．７％以上低下

引き続き減少

引き続き減少

引き続き減少

引き続き減少

４７０万戸

６３０万戸

２．０５％

５３．３７％

経済成長と同歩調

経済成長と同歩調

７．９％

７．７％

２．６％

１９．３％

１３．１％

７．６％

５．３％

１．２兆元

１３．６％

４．０５％

１３１０万人

－３．７％

－４．３６％

－３．４８％

－２．９３％

－３．１４％

－４．７２％

５４４万戸

６６６万戸

２．０９％

５３．７３％

実質９．３％

実質７％

８．３％
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Ⅱ．財政報告

１．2014 年度予算の全体像

（単位：億元、％）

2014 年度予算

（対前年度伸び率）

2013 年度執行見込

中央財政収入総量

中央財政収入

中央予算安定調節基金からの繰入

中央財政支出総量

中央財政支出

中央レベルの支出

中央から地方への税収返還・移転支出

予備費

中央予算安定調節基金の補充

中央財政赤字

国債残高限度額

国債残高

６５３８０

６４３８０（7）

１０００

７４８８０

７４８８０（9.3）

２２５０６

５１８７４

５００

―

９５００

１００７０８．３５

―

６１１７３．７７

６０１７３．７７

１０００

６９６７３．７７

６８５０９．３９

２０４７１．７５

４８０３７．６４

―

１１６４．３８

８５００

９１２０８．３５

８６７５０．４６

地方財政収入（＝総量）

地方レベルの収入

中央から地方への税収返還・移転収入

地方財政組入れ資金

地方財政支出総量

地方財政支出

地方債元本償還支出

差額（地方財政赤字）

１２７０２４

７５１５０（9）

５１８７４

１３１０２４

１３００３１（9）

９９３

４０００

１１７１５６．５１

６８９６９．１３

４８０３７．６４

１４９．７４

１２０６５６．５１

１１９２７２．５１

１３８４

３５００

全国財政収入総量

全国財政収入

中央予算安定調節基金からの繰入

地方財政組入れ資金

全国財政支出総量

全国財政支出

中央予算安定調節基金の補充

地方債元本償還

差額（財政赤字）

財政赤字対 GDP 比

１４０５３０

１３９５３０（8）

１０００

１５４０３０

１５３０３７（9.5）

―

９９３

１３５００

２．１％前後

１３０２９２．６４

１２９１４２．９

１０００

１４９．７４

１４２２９２．６４

１３９７４４．２６

１１６４．３８

１３８４

１２０００

２．１％

（注）対前年度伸び率は、予算執行見込額に対する伸び率
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２．2014 年度財政・租税政策1

（１）積極的財政政策を引き続き実施する

財政赤字を適切に拡大し、一定の刺激の程度を維持し、同時に財政赤字の対 GDP 比を不

変とする。これはマクロ政策の安定性・連続性を体現するものであり、経済の持続的で健

全な発展と財政の平穏な運営を促進するものである2。

資源配分において市場に決定的役割を発揮させることを中心に据えて、財政マクロ・コ

ントロールを強化・改善し、構造調整を促進する財政政策の優位性を発揮し、財政政策を

改革全面深化と緊密に結びつけ、政府と市場の境界を明確にし、政府と市場の関係をうま

く処理し、マクロ・コントロールの水準向上に力を入れ、経済の更に効率的・公平・持続

可能な発展を推進する。積極的財政政策を実施するプロセスにおいては、3 方面の内容を重

点的にしっかり把握する。

①財政支出構造を最適化し、財政資金の使用効率を高める

勤倹・節約を励行し、「公費接待・公費海外出張・公用車購入」経費等の一般支出を厳格

に抑制する。

重点支出が財政収支の伸び率あるいは GDP とリンクしている事項を整理・規範化し、一

般にリンクさせる方式を採用せず、予算編成時には実際に基づいて重点支出を計上し、支

出総額を先に確定してからプロジェクトを充填する方法を二度と採用しない。

移転支出構造を更に最適化し、旧革命根拠地・民族地域・辺境地域・貧困地域への移転

支出を増やす。貧困扶助開発方式を刷新し、精確に貧困扶助を推進し、広範に集中した特

殊困窮地域の地域的発展と貧困扶助という堅塁攻略の支援に力を入れる。特別移転支出を

整理・合理化・規範化し、項目・資金規模の新規増を厳格に抑制し、定期的な評価と退出

の健全なメカニズムを確立する、特別移転支出項目を 2013 年の 220 から 150 前後にまで

減らす。

財政余剰資金の管理を強化し、財政ストック資金を十分活用し、捻出した資金の重点を

農業・教育・社会保障・衛生・大気汚染対策と生態環境保護等の分野の支出に用いる。

②構造調整に資する租税政策を整備し、経済の質・効率の向上とグレードアップを促進す

る

税制改革と結びつけ、小型・零細企業への優遇税制政策をさらに拡大展開する。

養老・健康・情報・文化等サービス消費の発展を促進する財政・租税政策を整備する。

先進技術設備・カギとなる部品・エネルギー原材料等 767 品目の商品に対し、やや低め

の輸入暫定関税を実施する。300 品目の資源・エネルギー製品とエネルギー多消費製品に対

して、税率 2－40％の輸出関税を実施する。

企業のイノベーションを促進する租税政策を整備し、設備を加速度償却させる政策を検

討・整備し、企業の研究開発費の加算控除の範囲を拡大する政策をしっかり実施する。

1 文章は全人代後終了後発表された新華社 2014 年 3 月 15 日版をベースにしている。
2 ゴチックは筆者。



4

③地方政府債務の管理を確実に強化し、財政リスクを有効に防御する

地方政府に法に基づき適切に借入により資金調達する権限を検討・賦与し、政府債券を

主体とした地方政府の借入による資調達メカニズムを確立する。厳格に借入を授権された

短期債務を除き、地方政府が借入できる債務は都市建設等公共的な資本支出あるいは既存

債務の借換にのみ用いることができ、経常的支出に用いることはできない。地方政府が債

券を自ら発行し自ら償還する改革案を検討・制定し、一部地方で改革テストの展開を推進

する。

地方政府債務に対し分類管理と限度額規制を実行し、

１）収益性のない公共事業の発展のために借り入れた一般債務については、地方政府が発

行する一般債券により資金調達し、主として公共財政収入及び新規借入により償還する。

２）一定の収益性のある公共事業の発展のために借り入れた特別債務については、主とし

て地方政府が市政債券等特別債券の発行を通じて資金調達し、対応する地方政府基金あ

るいは特別収入により償還する。

政府と社会（民間）資本の共同運用モデル（PPP）3を普及し、社会（民間）資本が特許

経営等の方式を通じて都市インフラ等の投資・運営に参加することを奨励する。

地方政府に規範的な借入を認めると同時に、地方融資プラットホームの借入管理を更に

強化し、融資プラットホーム会社の資金調達行為を規範化する。融資プラットホーム会社

が担う政府資金調達機能を早急に分離し、分離後は地方政府に新たに発生する債務あるい

は既存の債務は、法に基づき保証されている債務の範囲内に厳格に限定されなければなら

ない。

同時に、債務リスクの事前警戒・解消のメカニズムを確立し、リスク事前警戒の範囲に

組み入れられた地方は、債務残高を新たに増やすことを禁じる。金融機関等の債権者への

規制を強化し、考課・問責メカニズムと地方政府の信用評価ランク制度の確立を推進する。

改革措置の平穏な推進を確保するため、債務新規増加を規範的に管理するのみならず、既

存債務を適切に処理し、資金の連鎖の断裂を防止しなければならない。

（２）その他の政策

その他の政策は「政府活動報告」と重複する部分も多いため、ここでは重要項目だけを

紹介する。

①農業の持続可能な発展の促進

農業の総合生産能力向上を引き続き支援し、穀物の基本的自給、自ら食する食糧の絶対

安全を確保する。この基礎のうえで、農業の持続的発展が可能な長期有効なメカニズムの

確立を支援する。

１）生態にやさしい農業の発展を支援する。

２）農業の海外進出を推進し、国外資源を積極的に利用する。

3 パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）。
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３）耕地の修復・保護を支援する。

４）食糧・綿花の備蓄補助制度の改革を推進する。

②都市化の推進

都市化プロセスを積極的に推進する。財政資金の誘導作用を発揮させ、多元的で持続可

能な都市化建設資金の保障メカニズムの確立を支援する。財政移転支出を農業からの移転

人口の市民化とリンクさせるメカニズムの確立を検討する。新しいタイプの都市化テス

ト・モデルの展開を支援する。

③医薬・衛生体制改革

新型農村共同医療と都市住民基本医療保険への財政補助基準を年 1 人当り 280 元から

320 元に引き上げ、これに相応する個人保険料徴収分の水準を 70 元から 90 元に引き上げ

る。基本公共衛生サービス経費基準を各人毎年 35 元に引き上げる。

④社会保障制度

企業退職者基本年金の水準を 10％引き上げる。中央が財政補助している地方の都市・農

村最低生活保障者の毎月 1 人当り資金補助基準をそれぞれ 15 元・12 元引き上げる。大学

等卒業生の就業と農村労働力の移転就業を重点的に支援する。

⑤教育

教育を公共性のレベルで区別し、異なる教育の類型に適応した財政支援政策を整備する。

⑥科学技術

科学技術の管理体制改革を深化させ、イノベーション駆動による発展戦略を支援する。

⑦文化

公共文化サービス体系の整備を支援し、文化産業の健全な発展を促進する。

３．中央予算安定調節基金の状況

2013 年度末の中央予算安定調節基金残高は 1483.08 億元であり、2014 年度末の残高は

483.08 億元となる。

（備考）

なお、今回は全人代報告時に具体的な財政収支の計数表は明らかにされず、全人代終了

後 3 月 25 日に財政部から中央財政予算の内訳が発表された。しかし、2013 年まで発表さ

れていた中央財政と地方財政を合わせた全国財政予算の内訳は未だ公表されていない。
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表１．2013 年度中央財政収入状況

単位：億元、％

項 目 ２０１３年度執行見込

１．税収

国内増値税

国内消費税

輸入貨物増値税・消費税

輸出貨物増値税・消費税還付

営業税

企業所得税

個人所得税

資源税

都市維持建設税

印紙税

うち 証券取引印紙税

船舶屯税

車両購入税

関税

２．税外収入

特定項目収入

行政事業性手数料収入

罰金収入

国有資本経営収入

国有資源（資産）有償使用収入

その他収入

５６６３３．７２

２０５２７．９２

８２３０．２７

１４００３．３４

－１０５１４．８９

７８．４４

１４４４３．１０

３９１８．８４

４５．３４

１７６．２７

４５５．５５

４５５．５５

４３．５３

２５９６．７２

２６３０．２９

３５４０．０５

４０５．２２

２６４．８１

４４．１０

１０６７．２８

２０４．６９

１５５３．９５

中央財政収入

中央予算安定調節基金からの繰入れ

支出－収入

６０１３．７７

１０００．００

８５００．００



7

表２．2014 年度の中央レベル財政支出予算

（億元、％）

項 目 2014 年度予算 2013 年度執行見込 伸び率

一般公共サービス

外交

国防

公共安全

教育

科学技術

文化・スポーツ・メディア

社会保障・雇用

医療・衛生・計画出産

省エネ・環境保護

都市・農村コミュニティ

農林水産業

交通・運輸

資源探査・情報等

商業・サービス業

金融

国土海洋・気象等

住宅保障

穀物・食用油・物資備蓄

国債元利償還

その他支出

１００３．４０

３７６．８１

８０５４．４９

１３８９．１５

１１９５．００

２５８０．４１

２２７．６８

７１４．９３

１４０．７４

２９０．６７

６．２１

４９３．４７

６３０．１７

３１３．１７

２５．２３

２０５．７１

３０５．２１

３７８．８５

９７９．０４

２６９３．６０

５０２．０６

９９４．２５

３５４．４１

７１７７．３７

１２９６．１８

１１１７．６１

２３６４．６８

２０４．０７

６０４．５２

８０．１１

２３７．９４

１９．０６

５２５．８９

７２２．９６

３１５．９３

２５．３９

１６４．１９

２６７．２８

４０４．７３

９０５．０９

２３１５．４１

３３８．６８

０．９

６．３

１２．２

７．２

６．９

９．１

１１．６

１１．６

７５．７

２２．２

－６７．４

－６．２

－１２．８

－０．９

－０．６

２５．３

１４．２

－６．４

８．２

１６．３

４８．２

地方への税収返還

地方への一般性移転支出

５０８６．９１

１７９５３．８５

５０５６．９０

１６３５３．８４

０．６

９．８

中央レベルの支出

中央予備費

地方への税収返還・移転支出

中央財政支出

中央予算安定調節基金補充

２２５０６．００

５００．００

５１８７４．００

７４８８０．００

２０４７１．７５

４８０３７．６４

６８５０９．３９

１１６４．３８

９．９

８．０

９．３

（注）中央から地方への移転支出は主要経費別の支出金額から除いている。
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表３．中央から地方への税収返還・移転支出の配分状況

（億元）

項 目 2014 年度予算 2013 年度執行見込 伸び率

Ⅰ．中央から地方への移転支出

（１）一般性移転支出

均衡性移転支出

うち 重点生態機能区移転支出

主要食糧生産県奨励資金

県レベル基本財政力保障メカニ

ズム奨励補助資金

旧革命根拠地、民族・辺境地域移転支出

資源枯渇都市移転支出

精製油税費用改革移転支出

固定金額補助

体制清算補助

末端公安・検察・司法移転支出

義務教育等移転支出

基本年金・最低生活保障等移転支出

都市・農村住民医療保険等移転支出

農村総合改革移転支出

46787.09

27217.87

10807.81

480.00

349.81

1678.00

695.22

178.00

740.00

4083.24

1449.58

431.30

1718.70

4856.90

1933.92

323.20

42980.74

24533.80

9812.01

423.00

318.01

1525.00

621.80

168.00

690.00

4097.25

964.78

418.59

1564.88

4288.38

1643.76

264.35

8.9

10.9

10.1

13.5

10.0

10.0

11.8

6.0

7.2

－0.3

50.2

3.0

9.8

13.3

17.7

22.3

（２）特別移転支出

うち 一般公共サービス

国防

公共安全

教育

科学技術

文化・スポーツ・メディア

社会保障・雇用

医療・衛生・計画出産

省エネ・環境保護

都市・農村コミュニティ

農林水産

交通運輸

資源探査・情報等

商業・サービス業等

金融

19569.22

241.75

27.81

230.20

1219.85

93.49

284.61

1581.13

963.39

1818.42

116.56

5670.80

3715.51

292.60

341.46

―

18446.94

219.62

24.60

217.61

1107.52

91.47

264.93

1584.55

916.58

1731.32

108.73

5182.18

3410.94

447.62

428.12

0.62

6.1

10.1

13.0

5.8

10.1

2.2

7.4

－0.2

5.1

5.0

7.2

9.4

8.9

－34.6

－20.2
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地震災害復興

国土海洋・気象等

住宅保障

穀物・食用油・物資備蓄

その他支出

―

186.79

2149.84

414.92

220.09

9.35

223.60

1916.21

361.23

200.14

－16.5

12.2

14.9

10.0

Ⅱ．中央から地方への税収返還

増値税・消費税返還

所得税ベース返還

精製油税費用改革税収返還

地方からの上納

5086.91

4040.00

910.19

1531.10

－1394.38

5056.90

3949.00

910.19

1531.10

－1333.39

0.6

2.3

0.0

0.0

4.6

合 計 51874.00 48037.64 8.0

（4 月 8 日記）


